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国立大学法人東京大学

差　　　額

（決算－予算）

 収入 　 　 　

運営費交付金 81,756                    82,979                    1,223                      （注1）

　　うち補正予算による追加 -                           1,215                      1,215                      

施設整備費補助金 12,218                    10,520                    △1,697                  （注2）

　　うち補正予算による追加 -                           -                           -                           

船舶建造費補助金 -                           -                           -                           

補助金等収入 12,840                    11,245                    △1,595                  （注3）

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 59                          59                          -                           

自己収入 75,018                    85,837                    10,818                    

授業料、入学料及び検定料収入 15,058                    14,902                    △155                     

附属病院収入 54,073                    55,159                    1,086                      （注4）

財産処分収入 99                          6,711                      6,612                      （注5）

雑収入 5,787                      9,063                      3,275                      （注6）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 80,152                    88,169                    8,017                      （注7）

引当金取崩 41                          63                          22                          

長期借入金 15,110                    6,285                      △8,825                  （注8）

貸付回収金 -                           -                           -                           

目的積立金取崩 1,653                      3,575                      1,921                      （注9）

出資金 6,242                      4,993                      △1,248                  

285,093                  293,729                  8,636                      

 支出

業務費 153,844                  157,909                  4,064                      （注10）

教育研究経費 97,598                    102,692                  5,094                      

　うち教育・研究基盤維持事業 -                           1,215                      1,215                      

診療経費 56,245                    55,216                    △1,029                  

施設整備費 27,487                    16,865                    △10,622                 （注11）

船舶建造費 -                           -                           -                           

補助金等 12,587                    11,010                    △1,576                  （注12）

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 80,152                    85,173                    5,020                      （注13）

貸付金 -                           -                           -                           

長期借入金償還金 4,779                      4,754                      △24                      

大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 -                           2                           2                           

出資金 6,242                      4,993                      △1,248                  

285,093                  280,708                  △4,384                  

-                           13,020                    13,020                    

※本報告書は百万円未満切り捨てにより作成しております。

○予算と決算の差異について
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計

計

収入－支出

運営費交付金については、予算段階では予定していなかった教育・研究基盤の維持に係る補正予算等が交付されたため、予算額に比
して決算額が1,223百万円多額となっております。

令和４年度　決算報告書

　　　　　　　 （単位：百万円）

区　　分 予　算　額 決　算　額 備　　　考

施設整備費補助金については、一部事業の翌年度繰越等のため、予算額に比して決算額が1,697百万円少額となっております。

補助金等については、補助金等収入のうち授業料等免除に使用した分は、補助金等の支出に計上されておりません。

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、（注6）に示した理由等により、事業規模が拡大したため、予算額に比して決
算額が5,020百万円多額となっております。

業務費については、コロナ禍からの教育研究等の活動量の回復や資源価格の高騰による光熱費の増加等によって、予算額に比して決
算額が4,064百万円多額となっております。

目的積立金取崩については、当初計画よりも事業等が進捗したため、予算額に比して決算額が1,921百万円多額となっております。

補助金等収入については、授業料等減免費交付金234百万円が含まれておりますが、本補助金は授業料等免除に使用しております。

附属病院収入については、コロナ禍からの手術件数の回復や診療単価の上昇等によって、予算額に比して決算額が1,086百万円多額
となっております。

雑収入については、財産貸付等の増収により、予算額に比して決算額が3,275百万円多額となっております。

産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、受託研究等及び寄附金の獲得に努めたこと等により、予算額に比して決算額が
8,017百万円多額となっております。

長期借入金収入については、一部事業の翌年度繰越等により、予算額に比して決算額が8,825百万円少額となっております。

施設整備費については、（注2）に示した理由等により、予算額に比して決算額が10,622百万円少額となっております。

財産処分収入については、土地の売却によって、予算額に比して決算額が6,612百万円多額となっております。


